
分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

３　がん患者等を支えるための環境づくり
１　がんと診断された時からの緩和ケアの推進
県内における現状等
　ア　拠点病院等における緩和ケアの充実
・　県内全ての拠点病院等において、緩和ケアチームや緩和ケア外来が設置され、苦痛
のスクリーニング10が実施されています。

・　全国では、国指定拠点病院の間における緩和ケアの質の格差等が指摘されており、
現在、国において、緩和ケアの質の向上の観点から検討が進められています。
・　県内全ての拠点病院等では、緩和ケアチームや緩和ケアセンターにおいて、院内の
緩和ケアに関する情報の把握、評価等が行われています。
・　H26患者体験調査では、県内のがん患者の約３割－約４割が、苦痛の緩和が不十
分と感じていると回答しています。

H26患者体験調査の結果（抜粋）

項　目 割　合

現在身体の苦痛があると思わない 58.8%（57.4%）

現在疼痛があると思わない 71.0%（72.0%）

現在気持ちのつらさがあると思わない 61.7%（61.5%）

がん患者の家族の悩みや負担を和らげる支援・サービスはあると思う 42.7%（37.1%）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

　イ　地域における緩和ケア提供体制の整備促進
・　県内全ての拠点病院等において、地域の医療機関等との間で相互にカンファレンス
に参加する体制が整備されています。
・　全国では、国指定拠点病院と在宅医療を提供する医療機関、薬局、訪問看護ステー
ション等との連携体制が不十分との指摘があり、今後、国において、地域連携体制の
在り方について検討が進められる予定です。
・　県内では、地域における緩和ケアの推進を図るため、今後その詳しい実態を把握す
る必要があります。

個別目標

　がんと診断された時から、がん患者等が抱える身体的若しくは精神的な苦痛又は社
会生活上の不安を適切に把握し、その緩和を十分に行うことができるよう、緩和ケア
提供体制の充実を図る。

10	 がんの診断や治療方針の変更の際に、がん患者等の抱える様々な苦痛や不安について、医療従事者が定期的
に確認し、話し合うことをいいます。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

県の取組
　ア　拠点病院等における緩和ケアの充実
・　栃木県がん診療連携協議会と連携し、がん患者等が抱える苦痛等の適切な把握、主
治医等と緩和ケアチームとの連携強化、緩和ケアの質の評価及び改善等について、そ
れぞれの拠点病院等の実情に応じた取組を支援します。

　イ　地域における緩和ケア提供体制の整備促進
・　それぞれの地域の在宅医療や緩和ケアに関するこれまでの連携体制等を踏まえ、栃
木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、拠点病院等と地域の医療機関等
との顔の見える関係の構築、地域における緩和ケアに関する課題の解決に向けた取組
等を支援します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

【参考】全国値
H26年度

（2014年度）
現在身体の苦痛があると思わないがん患者の
割合 58.8% 57.4%

現在疼痛があると思わないがん患者の割合 71.0% 72.0%
現在気持ちのつらさがあると思わないがん患
者の割合 61.7% 61.5%

基準：「患者体験調査」等

　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H27年

（2015年）
拠点病院等における緩和ケアチームへの新規
依頼件数 118件／病院 166件／病院

基準：「拠点病院等現況報告」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

２　相談支援・情報提供等の推進
⑴　相談支援・情報提供の充実
県内における現状等
　ア　がん相談支援センターの認知度向上
・　県内全ての拠点病院等及び中核病院において、がん相談支援センター等の相談窓口
が整備されています。
・　H26患者体験調査では、全国におけるがん相談支援センターの利用率が7.7%とい
う結果が出ています。

　イ　相談支援体制の充実
・　H26患者体験調査では、県内におけるがん相談支援センターの利用満足度は高い
状況にあります。

コラ
ム４ 「緩和ケア」って終末期の医療？

従来の考え方 

現在の考え方 

がんの経過

がんに対する治療 緩和ケア

がんに対する治療が終了するまで苦痛緩和治療は制限し、治療終了後に緩和ケアを行う

がんに対する治療

つらさや症状の緩和ケア
がんに対する治療と並行して緩和ケアを行い、状況に合わせて割合を変えていく

　皆さんは、「緩和ケア」と聞いて、どんなイメージを持っていますか？
　もしかしたら、治療をやり尽くした後の終末期の医療というイメージを持っている
方も多いかもしれません。
　しかし、がん患者は、終末期に限らず、がんと診断された時から、身体的又は心理
的な痛みやつらさを抱えながら、生活を送っています。また、がん患者の家族も、様々
な心理的な負担を抱えながら、がん患者の生活を支えています。
　そのため、拠点病院等では、がんと診断された時から、がん患者等が抱える様々な
痛みやつらさを和らげることができるよう、主治医、看護師等と専門の緩和ケアチー
ムが連携を図りながら、治療、アドバイス等を行っています。また、緩和ケア専用の
外来窓口を設け、入院時だけではなく、退院後のサポート体制も整えています。
　痛みやつらさが軽くなれば、前向きな治療やより良い生活につながります。少しで
も痛みやつらさがある場合には、我慢せずに緩和ケアを受けましょう。

緩和ケアの考え方

出典：国立がん研究センターがん情報サービス
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答

75.5
52.6
49.2

43.6
38.9

31.3
29.3

25.3
13.5
13.5

5.8
1.4
1.1
2.3
1.7
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院外院内

H26患者体験調査の結果（抜粋）
項　目 割　合

がん相談支援センターを利用して役に立ったと思う 91.2%（81.4%）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

・　県内の相談支援センターにおける相談件数は増加していますが、院外からの相談は
伸びていない状況にあります。

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県のがん対策で重要と思うものについて、
県民の約４割が「がんに関する相談やその支援」、県民の約４分の１が「がんに関す
る情報の提供」と回答しています。

　　　※　対象施設数は、H24（2012）年度が６施設、H28（2016）年度が９施設
出典：H24（2012）年度・H28（2016）年度「拠点病院等現況報告」

県内の拠点病院等１施設当たりの相談件数（２か月分）の推移

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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・　がん患者等からの相談内容が多様化しており、相談対応に当たっては、拠点病院等
及び中核病院における相談支援の質の向上、他機関との連携等が必要となってきてい
ます。

・　栃木県がん診療連携協議会相談支援部会では、相談支援の質の向上等の観点から、
拠点病院等及び中核病院の相談支援センター等における活動の可視化に取り組んで
います。
・　県内全ての拠点病院等では、患者会や患者サロンが開催されていますが、そのうち
ピアサポート11研修を実施している病院は１施設にとどまっています。

　ウ　科学的根拠に基づく情報提供の推進
・　がんに関する情報の中には、科学的根拠に基づいているとはいえない情報が含まれ
ていることがあり、正しい情報を得ることが困難な場合があるとの指摘があります。
・　WEBサイト「がん情報とちぎ」を開設し、県内のがんに関する情報を発信してい
ます。
・　全国では、がん治療に伴う外見の変化に関する相談支援・情報提供（アピアランス

11	 がん患者等がピア（仲間）として体験を共有し、共に考えることで、他のがん患者等を支援することをいい
ます。

県内の拠点病院等及び中核病院における相談内容及び年間相談件数

出典：H28（2016）年度「拠点病院等現況報告」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

ケア）等の提供体制が構築されていないとの指摘があります。
・　栃木県がん診療連携協議会相談支援部会では、平成29（2017）年度に、がん相談
支援センター等の相談員を対象にしたアピアランスケアに関する研修会を開催しま
した。

　エ　その他
・　県では、がん患者団体等の支援を目的に、平成27（2015）年度に「栃木県がん患
者支援団体登録制度」を創設しました。

個別目標

　がん患者等が抱える様々な悩みや不安に適切に対応するとともに、それぞれが必要
とする正しい情報を適切に提供することができる体制の整備を図る。

県の取組
　ア　がん相談支援センターの認知度向上
・　栃木県がん診療連携協議会等と連携し、相談支援センター等の効果的な周知方法に
ついて検討を行います。

　イ　相談支援体制の充実
・　栃木県がん診療連携協議会、患者団体等と連携し、がん相談支援センター等におけ
るピアサポート、患者団体の活動支援、アピアランスケアに関する情報提供等を推進
します。

　ウ　科学的根拠に基づく情報提供の推進
・　栃木県がん診療連携協議会等と連携し、がん相談支援センター等を通じた科学的根
拠に基づく情報提供を推進します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

【参考】全国値
H26年度

（2014年度）
がん相談支援センターを利用して役に立った
と思うがん患者の割合 91.2% 81.4%

基準：「患者体験調査」等
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

⑵　がん患者等の就労支援
県内における現状等
　ア　がん患者の就労に関する概況
・　県内の新規がん患者（平成27（2015）年）のうち働く世代（20歳－64歳）の割
合は、約３割という状況にあります。

県内におけるがんの年齢階級別罹患数（全がん（上皮内がんを除く。）、H27（2015）年）
0歳－19歳 20歳－64歳 65歳－ 合　計

男女計 42人（0.3%） 3,663人（28.0%） 9,366人（71.7%） 13,071人（100.0%）
男性 22人（0.3%） 1,846人（23.8%） 5,884人（75.9%） 7,752人（100.0%）
女性 20人（0.4%） 1,817人（34.2%） 3,482人（65.5%） 5,319人（100.0%）

出典：「栃木県のがん2015」

・　平成18（2006）年から平成20（2008）年までに県内で診断された全がんの５年
相対生存率は、約６割を超えています。

コラ
ム５ 「がん相談支援センター」ってどんなところ？

　がんと診断されると、ショックを受けたり、
自分がかかったがんのこと、治療方法や治療
費のこと、仕事のこと等について、悩みや疑
問を持ったりすることも多いのではないかと
思います。こうしたときは、ぜひ「がん相談
支援センター」を利用しましょう。
　最近では、インターネット等において、が
んに関する情報も数多くありますが、必ずし
も全ての情報が科学的根拠に基づいていると
は限りません。また、いろいろな情報があり過ぎて、自分が本当に必要としている情
報にたどり着くことが難しい場合もあるのではないかと思います。
　県内９か所の拠点病院等に設置されているがん相談支援センターでは、看護師、医
療ソーシャルワーカー等の専門の相談員が、がんに関する様々な悩みや疑問を聞き、
それぞれの状況に応じて、必要な情報の提供やアドバイス等を行っています。相談は、
無料で、がん患者の家族や他の病院にかかっている方も利用できます。
　悩みや疑問を一人で抱え込まずに、ちょっとしたことでも、気軽にがん相談支援セ
ンターに相談してみてください。

がん相談支援センターにおける相談風景
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（ｎ＝1,373）

どちらかといえば
そう思わない
32.0%

どちらかと
いえばそう思う
20.2%

わからない
14.3%

そう思う
5.7%

無回答
3.7%

そう思わない
24.2%

61.8 61.3
69.2

30.8 29.0

89.4

75.5

62.1 64.6
71.1

32.6 31.9

91.1

76.9

100.0
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40.0

20.0
全がん

（%）

胃がん 大腸がん 肝がん 肺がん 乳がん 子宮がん
全国栃木県

・　県内では、平均入院日数が短縮し、外来患者が増加している状況にあります。
県内におけるがん患者の平均入院日数等の推移

H14年
（2002年）

H26年
（2014年）

県内におけるがん患者の平均入院日数 31.0日 18.3日
県内におけるがんによる入院患者数 2.0千人 1.8千人
県内におけるがんによる外来患者数 1.7千人 2.2千人

出典：H14（2002）年・H26（2014）年「患者調査」

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県民の約６割が、がんの治療等のために２
週間に一度程度の通院が必要な場合、働き続けられる環境とは「思わない」と回答し
ています。

・　全国では、がんに罹患した勤労者のうち約３分の１が依願退職し、又は解雇されて
おり、10年前と比べて変化がない状況にあります。

　　　※１　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値
　　　※２　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

がんの５年相対生存率（上皮内がんを除く、男女計）
（H18（2006）年－H20（2008）年診断）

がんの治療・検査のために通院しながら働き続ける社会の環境

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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・　東京女子医科大学遠藤助教（当時）らが大企業を対象に実施したがん患者の復職に
関する大規模コホート研究（以下「コホート研究」といいます。）によると、病休開
始からフルタイム勤務ができるまで平均約６か月半、短時間勤務ができるまで平均約
２か月半という結果が出ています。

大企業におけるがんによる病休開始から勤務ができるまで要した療養日数

がん種 短時間勤務ができるまでに要した
療養日数の中央値（日）

フルタイム勤務ができるまでに要した
療養日数の中央値（日）

胃がん 62 124
食道がん 123 －

結腸・直腸がん 66.5 136.5
肺がん 96.5 －
肝胆膵がん 194 －
乳がん 91 209

女性生殖器がん 83 172
男性生殖器がん 60.5 124.5
尿路系腫瘍 52 127
血液系腫瘍 241 －
他のがん 91 195
全　体 80 201

出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

・　コホート研究によると、がん種によって復職率に大きな差がありますが、短時間勤
務制度が導入できれば３分の２以上が復職可能です。

大企業におけるがんに罹患した従業員の復職率

がん種
累積復職率（病休開始日から60日・120日・180日・365日後）

60 日後 120 日後 180 日後 365 日後
胃がん 16.7%（48.6%） 47.5%（87.2%） 64.4%（91.5%） 78.8%（93.3%）
食道がん 7.5%（19.4%） 19.6%（49.3%） 25.7%（64.3%） 38.4%（70.7%）

結腸・直腸がん 22.6%（46.6%） 45.9%（70.5%） 59.6%（78.8%） 73.3%（84.2%）
肺がん 13.6%（37.0%） 21.0%（58.0%） 27.9%（67.9%） 34.3%（75.3%）

肝胆膵がん 14.3%（25.5%） 22.4%（44.9%） 34.7%（49.0%） 37.8%（55.1%）
乳がん 11.4%（30.9%） 27.0%（60.8%） 38.5%（71.1%） 76.6%（90.3%）

女性生殖器がん 19.4%（40.3%） 34.3%（56.7%） 52.2%（70.1%） 77.6%（92.5%）
男性生殖器がん 24.4%（50.0%） 50.0%（75.6%） 65.4%（80.8%） 79.5%（87.2%）
尿路系腫瘍 28.3%（52.8%） 47.2%（75.5%） 54.7%（79.2%） 66.0%（84.9%）
血液系腫瘍 6.3%（12.6%） 10.6%（27.4%） 21.3%（35.9%） 42.9%（65.8%）
全　体 16.7%（37.4%） 34.9%（64.1%） 47.1%（71.6%） 62.3%（80.9%）

※　かっこ書は、短時間勤務の復職率
出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

・　コホート研究によると、復職後の５年勤務継続率は、約５割という結果が出ていま
す（ただし、大企業と中小企業との間には大きな差があると推定されています。）。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

6.0%
3.3%

23.0%
26.8%
28.4%
31.1%
32.2%
33.3%
33.9%

48.6%
56.3%

65.6%
71.6%
77.0%

0%

職場の理解がある
休みが取りやすい

勤務時間や勤務日数の変更ができる
仕事内容の調整ができる

職場に言いやすい雰囲気がある
相談相手がいる
通院が容易である

治療費の見通しが示されている
医師等に相談しやすい雰囲気がある

相談先についての情報がある
人事評価や昇進、昇給に影響しない

収入が保証される
その他
無回答

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

（n=183）

 

中小企業における５年勤務継続率（遠藤助教（当時）の推定） 

大企業における５年勤務継続率 
勤
務
継
続
率

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
0.0 2.5 12.510.07.55.0

復職日からの時間（年）

・　コホート研究によると、復職後１年間に再度病気休職となる傾向が特に顕著です。

　イ　がん患者等が働きやすい職場環境づくり
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、事業主の責務として
がん患者等の雇用の継続等に配慮するよう努めること、国及び地方公共団体ががん患
者等の雇用の継続又は円滑な就職のために必要な施策を講ずること等が新たに規定
されました。
・		 平成28（2016）年度に県が実施した「がん患者等の就労に関するアンケート調査」
（以下「H28就労アンケート調査」といいます。）では、仕事と治療との両立に必要
なこととして、がん患者、事業所いずれにおいても、他の従業員の理解や柔軟な勤務
体制の整備の回答が多い状況にあります。

大企業におけるがんに罹患した従業員の復職後の５年勤務継続率

出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

出典：「H28就労アンケート調査」

がんの治療と仕事との両立のために必要と思うこと（がん患者等、複数回答）
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6.3%
3.1%
6.3%

15.6%
21.9%
21.9%

28.1%
53.1%治療・療養に専念するため

体力面で困難であると判断したため
職場から指示があったため

周囲に迷惑をかけたくないため
周囲に相談して、困難と判断したため

職場に居づらくなったため
家族から勧められたため

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（n=32）

4.4%
2.5%
1.6%
1.9%

20.0%
25.2%
25.5%
25.8%
29.3%

53.2%
53.4%
53.7%柔軟な勤務制度の整備

他の従業員の理解
代替要員の確保
金銭的な補償

従業員の社会保険料の事業主負担の軽減
具体的休暇制度等の整備

労務管理に必要な情報の入手方法
病気や治療が及ぼす仕事への影響などの相談先

産業保健スタッフの雇用への補助
必要性を感じていない

その他
特になし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（n=364）

・　H28就労アンケート調査では、がんと診断された後に退職したがん患者の約２割
が「職場から指示」と回答しています。

・　H28就労アンケート調査では、事業所が病気や治療の見通しの把握、復職可否の
判断等に苦慮している実態が見られるほか、中小企業からは仕事と治療との両立は現
実的に難しいなどの意見が出されています。
・　H28就労アンケート調査では、事業所の約３割が、がん検診を実施していないと
回答しています。
・		 がん患者の就労継続のためには、「疾病性」の診断書（一定の配慮の下で就労可能等）
から「事例性」の言葉（座り仕事であれば就労可能等）への翻訳等が重要との指摘が
あります。
・　がん患者の家族は入院や通院への付き添い等を行う必要があることから、がん患者
の家族が勤務する事業所の理解促進も重要との指摘があります。

出典：「H28就労アンケート調査」

がんの治療と仕事との両立のために必要と思うこと（事業所、複数回答）

出典：「H28就労アンケート調査」

最初にがんと診断された後に退職した理由（複数回答）
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答

75.5
52.6
49.2

43.6
38.9

31.3
29.3

25.3
13.5
13.5

5.8
1.4
1.1
2.3
1.7

0 （％）10 20 30 40 50 60 70 80

1.7%
0.9%
1.7%
5.2%

12.2%
20.9%
23.5%
22.6%

65.2%
76.5%家族

上司
友人
同僚
主治医

人事労務担当者
病院の相談支援センター

産業医、職場の産業保健関係者
患者会等の患者団体

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

（n=115）

　ウ　相談支援体制の充実
・　ハローワークやがん相談支援センターに相談に来る前に離職していることが多いと
の指摘があります。
・　H28就労アンケート調査では、がんと診断された際にがん相談支援センターに相
談したがん患者は１割未満にとどまっています。

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県のがん対策で重要と思うものについて、
県民の約半数が「就労が困難になった際の相談支援体制の整備」と回答しています。

出典：「H28就労アンケート調査」

最初にがんと診断された際の相談先

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

・　がん患者の就労継続のためには、がん相談支援センターと企業の産業医、衛生管理
者、社会保険労務士等との連携が重要との指摘があります。
・　平成28（2016）年度から栃木県立がんセンターのがん相談支援センター、平成
29（2017）年度から済生会宇都宮病院、自治医科大学附属病院及び那須赤十字病院
のがん相談支援センターにおいて、ハローワーク宇都宮と連携した就労相談が開始さ
れています。

　エ　その他
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国及び地方公共団体
が患者団体等の支援のために必要な施策を講ずることが新たに規定されました。

個別目標

　事業主等の理解の下、がん患者等がそれぞれの状況に応じて仕事と治療とを両立し
やすい環境の整備を図る。

県の取組
　ア　がん患者等が働きやすい職場環境づくり
・　労働局、経済団体等と連携し、がんに関する基本的な知識、がん種に応じて配慮す
べき事項等に関する研修等を通じて、事業主、企業の人事労務担当者等の理解促進を
図ります。
・　労働局、経済団体等と連携し、事業所に対しがんの早期発見の重要性等について普
及啓発を行い、がん検診の受診率向上のために事業所において必要な取組を促進しま
す。
・　労働局、経済団体等と連携し、国における取組や先進的な取組事例の情報提供等を
通じて、事業所の実情に応じた柔軟な勤務制度や休暇制度の導入等を支援します。
・　がん相談支援センター、経済団体等と連携し、国における取組や先進的な取組事例
を踏まえ、がん患者、事業所、医療機関等の関係者間における情報共有を促進します。

　イ　相談支援体制の充実
・　がん相談支援センター等と連携し、がん患者等の就労に関する相談窓口としての相
談支援センターの周知を図ります。
・　がん相談支援センターにおける社会保険労務士、ハローワーク等と連携した相談支
援体制の整備を支援します。
・　労働局、県、医療機関、経済団体等で構成する「栃木県地域両立支援推進チーム」
等を活用し、それぞれの取組状況等について情報共有を図るとともに、これらの関係
者と連携し、がん患者等、事業主等に対し、効果的にがん患者の就労支援に関する情
報提供等を推進します。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

指　標
　　【目標値】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の

考え方

がんの治療等のために通院しながら働き続け
られる環境にあると思う県民の割合 25.9% 50.0%以上 おおむね倍増を

目指す。
基準：「栃木県政世論調査」

コラ
ム６ がんにかかると、仕事は辞めなければならない？

　がんにかかったら、仕事は辞めなければならないと思い込んでいませんか？
　確かに、がんの種類や進行の度合いによっては、仕事を辞めて治療に専念しなけれ
ばならない場合もあります。
　しかし、がんは、近年の医療技術等の進歩により、全体の約６割が治るようになり、
早く見つければ、約９割が治るようになりました。また、通院により治療を受けられ
る場合も増えており、治療を受けながら仕事を続けることができるようになってきて
います。がんにかかったからといって、必ずしも仕事を辞める必要はないのです。
　とはいっても、がんの治療に伴い、体力が低下したり、気分が悪くなったり、仕事
を続けていく上での不安や悩みもいろいろあると思います。そういうときは、ぜひ「が
ん相談支援センター」（p37コラム５参照）を利用してください。仕事を続けていく
際のヒントが何か見つかると思います。
　県では、この計画において、がん相談支援センターの機能充実を図るほか、労働局、
経済団体等と連携し、がん患者等が働きやすい職場環境の整備を進め、がん患者等の
就労を支援することとしています。

仕事と治療との両立に向けたトライアングル型支援のイメージ

出典：「平成29年版厚生労働白書」
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白血病,
38.2%

脳・中枢神経系,
20.8%

悪性
リンパ腫,
9.0%

肝・肝内胆管,3.5%
腎・尿路,3.5%

その他,
25.0%

0歳－14歳

甲状腺,
12.4%

白血病,
12.4%

悪性リンパ腫,
11.0%

子宮,
10.8%乳房,

7.1%脳・中枢神経系,5.5%

口腔・咽頭,
3.0%

胃,3.0%
皮膚,3.0%

その他,
21.6%

15歳－29歳

乳房,
24.3%

子宮,
19.0%

大腸,
7.8%

胃,
6.1%甲状腺,5.3%

白血病,4.4%

口頭・咽頭,
4.2%

悪性リンパ腫,
3.8%

卵巣,3.3%

その他,
21.8%

30歳－39歳

卵巣,
5.5%

大腸,
4.9%

27 35 25 45 32 24 24 35 29
69 67 68 66 86 70 68 73 61

248 227 238
245 248

222 232
244

234

400
350
300
250
200
150
100
50
0

（人）

H19年
（2007年）

H20年
（2008年）

H21年
（2009年）

H22年
（2010年）

H23年
（2011年）

H24年
（2012年）

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

30歳-39歳15歳-29歳0歳-14歳

３　ライフステージに応じたがん対策
⑴　小児・AYA世代のがん対策
県内における現状等
　ア　小児・AYA世代12のがんの特徴
・　小児・AYA世代のがんは、成人のがんと異なり、患者数が少ない、がん種が多種
多様で希少なものが多い、生活習慣に起因するものが少ない、乳幼児期から小児期、
思春期、若年成人世代まで年齢層が幅広いなどの特徴があります。

12	 Adolescent and Young Adult（思春期世代と若年成人世代）の略で、この計画では、15歳から30歳前後
の年齢層までを想定しています。

県内における小児・AYA世代のがんの新規罹患数（上皮内がんを除く、男女計）

県内における小児・AYA世代のがんの部位別罹患状況（男女計、上皮内がんを除く）
（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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84.1%

85.4%

6.9%

13.9% 0.7%

治療

診断

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
県内その他医療機関子ども医療センター その他（空欄等）県外医療機関

9.0%

・　小児・AYA世代のがんは、晩期合併症13に適切に対処するため、治療後も長期的な
フォローアップを必要とします。
・　小児・AYA世代のがん患者は、その成長発達段階等に応じたサポートを必要とし
ます。

　イ　小児・AYA世代のがんに関する医療提供体制等の充実
・　県内の小児がん患者の約８割は、自治医科大学附属病院と獨協医科大学病院に設置
された２つのとちぎ子ども医療センターで受療している状況にあります。

・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、医師や看護師をはじめ、医療ソーシャルワー
カー、保育士等の多職種が連携して、小児・AYA世代のがん患者の療養生活をサポー
トしています。
・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、それぞれフォローアップ外来を実施し、治
療後も、二次がんを含む晩期合併症に適切に対処するため、他の診療科と連携しなが
ら対応しています。
・　小児がんは、予防が極めて難しく、早期発見や初期診断が重要です。
・　県内では、小児がんの看取りのニーズはあるが、小児在宅医療に携わる医師が不足
しているとの指摘があります。
・　県内では、小児科から成人科への移行期において、成人にあまりない肉腫系等につ
いては、診療科が決まっておらず、診断が遅れる場合等があるとの指摘があります。
・　県内のAYA世代のがん患者の約８割は、県内の拠点病院等で受療している状況に
あり、AYA世代に発症したがんについては、拠点病院等を中心とした診療体制の整
備が必要との指摘があります。

13	 患者の成長、時間の経過等に伴い、がんそのものや治療の影響により生じる合併症をいいます。主なものと
して、成長発達や中枢神経系の異常、二次がん等があります。

県内の小児がん患者の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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県外医療機関県内拠点病院等 その他

82.8%

92.6%

3.0%

3.2%

14.2%

4.2%

治療

診断

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県外医療機関県内拠点病院等 その他

82.4% 14.6%治療

診断

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3.0%

3.0%

1.7%95.3%

　ウ　小児・AYA世代のがん患者の保育環境や教育環境の整備
・		 平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国及び地方公共団体は、
小児・AYA世代のがん患者の学習と治療との両立、がん患者の円滑な就職等のため
に必要な施策を講ずることが新たに規定されました。
・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、保育士の配置や特別支援学校の分教室の設
置により、入院中における未就学児の患者の保育環境や小学生及び中学生の患者の教
育環境が整備されています。
・　入院中の高校生の患者に対しては、ボランティアによる学習支援が行われています
が、十分な教育環境が整備されておらず、進級や卒業のために必要な単位取得に課題
があります。
・　退院後において通常の学級等への円滑な復帰を図るため、通常の学級の教員等の理
解促進、退院後における通常の学級等への復帰状況の把握等が必要との指摘がありま
す。

　エ　相談支援・情報提供等の推進
・　小児・AYA世代のがん患者に分かりやすく説明し、患者自らが主体的に治療選択
等を行うことが重要との指摘があります。
・　AYA世代のがん患者のニーズは、就学、就労、結婚、妊娠等、年代によって多様
です。
・　思春期のがん患者は、自分の思いをうまく伝えることができないことも多く、医療
従事者がニーズをうまく引き出すことが重要との指摘があります。
・　AYA世代のがん患者が正しい情報にアクセスできる環境の整備が必要です。
・　小児・AYA世代のがんの経験者は、晩期合併症により就職等が困難な場合がある

県内のがん患者（15歳－29歳）の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

県内のがん患者（30歳－39歳）の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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との指摘があります。
・　小児・AYA世代のがん患者の家族は、心理的又は経済的な負担が非常に大きい状
況にあります。

　オ　県民の理解
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国民の責務として、
がん患者に関する理解を深めること等が新たに規定されました。
・		 小児・AYA世代のがんは、患者が少ないこと等により、県民の理解促進が必要です。

個別目標

　小児・AYA世代のがん患者等が置かれている状況に応じた医療や支援の提供体制
の整備を推進する。

県の取組
　ア　小児・AYA世代のがんに関する医療提供体制等の充実
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、小
児期から成人期への移行期における診療提供体制、AYA世代のがんの診療提供体制、
長期フォローアップ体制、小児在宅医療の提供体制等の在り方について検討を行いま
す。
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、家
庭、学校、地域の医療機関等における小児がんの早期発見や適切な初期診断のために
必要な情報発信を行います。

　イ　小児・AYA世代のがん患者の保育環境や教育環境の整備
・　とちぎ子ども医療センターとの連携等を通じて、療養中における未就学児の患者の
保育環境や小学生及び中学生の患者の教育環境の一層の充実を図ります。
・　とちぎ子ども医療センター等と連携し、遠隔教育の導入等を通じて、療養中におけ
る高校生の教育環境の充実を図ります。
・　小児・AYA世代のがん、退院後における必要な支援等について、通常の学級等の
教員の理解促進を図ります。
・　退院後における通常の学級等への復帰状況の把握に努め、とちぎ子ども医療セン
ター等と連携し、それぞれの状況に応じて必要な支援の在り方について検討を行いま
す。

　ウ　相談支援・情報提供等の推進
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、小
児・AYA世代のがん経験者の就労支援を含め、小児・AYA世代のがん患者等の相談
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支援体制の在り方について検討を行います。
・　小児・AYA世代のがん患者等の心理的又は経済的な負担の軽減を図るため、小児・
AYA世代のがん患者に関するピアサポート、活用できる助成制度の周知等を推進し
ます。
・　小児・AYA世代のがん患者にとって分かりやすい情報の発信、必要な情報にアク
セスしやすい環境の整備等を推進します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H25年

（2013年）
0歳−29歳の新規がん患者数（割合） 90人（0.7%） 6,452人（0.7%）

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん」

コラ
ム７ 「小児がん」や「AYA世代のがん」とは？

0歳 14歳 30歳 40歳～

小児 成人AYA
世代

小児に多い「がん」

成人に多い「がん」

白血病・悪性リンパ腫
脳腫瘍、骨軟部肉腫

胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がんなど

　がんは、年齢を重ねるごとにかかりやすくなる病気ですが、子どもや若い方がかか
る場合もあります。
　この計画では、0歳から14歳までの子どもがかかるがんを「小児がん」、15歳から
30歳前後の年齢層までの若い方がかかるがんを「AYA世代のがん」と呼んでいますが、
患者数が少ないことから、あまり知らない方が多いかもしれません。
　小児がんやAYA世代のがんは、近年の医療技術の進歩等により、７割から８割程度
が治るようになりました。しかし、患者の成長、時間の経過等に伴い、がんそのもの
や治療の影響による合併症（晩期合併症）を発症することもあり、治療後においても
長期的なフォローアップが必要となります。
　また、小児やAYA世代は、それぞれの人格が形成される非常に重要な時期であると
ともに、就学、就職、結婚、出産等、人生における様々な節目を迎える年代でもあり
ます。
　小児やAYA世代のがん患者が、健やかに成長し、その人らしい生活を送る上では、
治療中から治療後に至るまで、家族、友人、医療従事者、教員等、周囲のサポートが
必要です。皆さん一人一人が小児がんやAYA世代のがんのことを知り、それぞれの立
場で、どのようなことができるか考えてみませんか。

小児がんとAYA世代のがんの状況

出典：国立がん研究センター東病院ホームページ
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⑵　高齢者のがん対策
県内における現状等
・　県内における新規がん患者（平成27（2015）年）のうち65歳以上の割合は、約
７割という状況にあります。
県内におけるがんの年齢階級別罹患数（全がん（上皮内がんを除く。）、H27（2015）年）

0歳－19歳 20歳－64歳 65歳－ 合　計
男女計 42人（0.3%） 3,663人（28.0%） 9,366人（71.7%） 13,071人（100.0%）
男性 22人（0.3%） 1,846人（23.8%） 5,884人（75.9%） 7,752人（100.0%）
女性 20人（0.4%） 1,817人（34.2%） 3,482人（65.5%） 5,319人（100.0%）

出典：「栃木県のがん2015」

・		 平成37（2025）年における65歳以上の人口は、県内の全人口の約３割（約58万人）
と推計され、今後、がん患者に占める高齢者の割合は増加する見込みです。

・　現在、高齢者のがん診療に関する明確なガイドラインは示されていないため、今後、
国において、高齢者であるがん患者の全身状態、併存疾患等の状況を踏まえた医療提
供や意思決定支援の在り方について検討が進められる予定です。

個別目標

　高齢のがん患者の状況に応じた医療や支援の推進を図る。

県の取組
・　栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、国の定める高齢者のがん診
療や高齢のがん患者の意思決定の支援に関するガイドラインの周知等を行います。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H25年

（2013年）
65歳以上の新規がん患者数（割合） 9,366人（71.7%） 609,709人（70.7%）

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん」

県内における65歳以上の人口割合の将来推計

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年３月推計）」
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